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 インドの RCEP 交渉撤退は自然な成り行きである。インドは米中のどちらとも二国間
協定を締結せず、RCEP への参加と米国が戻った TPP に将来的に加盟することで、米
中間のバランスをとろうとしてきた。TPP 加盟が見通せないなかで、RCEP のみを追
求するのではバランスを失する。 
















た後、日本主導で TPP11 が 2018 年に発効した。もう一つのメガ FTA である東アジア地域
包括的経済連携（Regional Comprehensive Economic Partnership: RCEP）は 2013 年に交渉





































米国の TPP 離脱後、日本の RCEP 交渉へのスタンスは一層慎重になったように見受けら
れる。日本は米国とモノについての協定を締結したが、サービス・投資・知的財産権等を含





していない。RCEP には参加してきたが、TPP には参加していない。仮に TPP12 が発効
し、加盟のドミノが実現していれば、インドも加盟申請したかもしれない（TPP の加盟条
項については Hamanaka 2016 および浜中 2016b 参照）。そうすれば、インドは米中と等距
離を維持することができたうえ、並行して進む TPP 加盟交渉と RCEP 交渉のそれぞれの場
で中国カード、米国カードを使うことで、両交渉のシナジーを利用することができた。これ
は日本が TPP 交渉加盟のために中国・RCEP カードを使ったのと同じである。しかし TPP
が近い将来拡大する可能性は極めて小さくなり、RCEP 交渉のみ進む形となった。このよう
な状況にインドが不安感を持ったことは想像に難くない。 
今後中国は死に物狂いで RCEP の早期発効を目指すであろう。TPP に参加していない多くの
ASEAN 諸国にとっては、インド同様、TPP への加盟交渉と RCEP 妥結の交渉が並行して行われ
ることが最も望ましかった。近い将来における TPP 参加の可能性がなくなったので、これらの
国々にとって RCEP を妥結させるインセンティブは、少なくとも米中のバランスの観点からはそ




























象とした東アジア FTA（EAFTA）を提唱した。参加想定国は ASEAN10 カ国と日中韓であ
った。一方日本は 2006 年に、モノよりもむしろサービス・投資・知的財産権を中心テーマ
とした東アジア包括連携協定（Comprehensive Economic Partnership in East Asia: CEPEA）
を提案した。参加想定国は EAFTA の 13 カ国に、インドとオーストラリア、ニュージーラ
ンドを加えた 16 カ国であった。当然日中は全く折り合えず、EAFTA と CEPEA に関する
作業は並行して進められた。2011 年に日中は RCEP 交渉の開始に突然合意したが、これは
日本の観点からは中国カードを TPP で使うためであったと言えよう。実際、TPP 完成後の

























みよう。よく言われることの一つに、ASEAN の FTA パートナーを含む形で地域大 FTA が
追求されたためインドが入ったという説明があるが、そのようなものは後知恵の説明であ
る。中国主導の EAFTA にインドは含まれず、そもそも日本がインドを含む CEPEA を提案











り決めである。日本主導の CEPEA の報告書にはモノの安全基準等の MRA についての言及

































例えば電子商取引分野では、新 NAFTA 協定は TPP よりもさらに進んだ電子商取引章を有





項である MRA を RCEP のアジェンダからうまく外し続けてきたのは日本である。もし日本が、
RCEP に MRA を重要な要素として取り入れる努力をするとコミットするなら、インドは交渉
に戻ってくるであろう。しかし、MRA について ASEAN+6 のなかで最も消極的なのはおそら















（米韓 FTA を有する）韓国も中国の立場を後押しする可能性が高い。そして RCEP 妥結
後、中国は RCEP の拡大（新規加盟）を猛烈に進めるであろう。日本が既に FTA を締結し
ている途上国等、日本が反対しにくい国々を狙って RCEP への勧誘を強めることが想定さ
れる。あれよあれよという間に設立され、米国不在のままメンバーを大幅に拡大させた AIIB




 Presidential Communications Operations Office(The Philippines), Indian Prime 
Minister Narendra Modi and Japanese Prime Minister Shinzo Abe listen to the 
discussions during the Regional Comprehensive Economic Partnership (RCEP) Leaders' 
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1 ニュージーランドは中国と二国間協定を締結し、米国を含む TPP に参加することでバラ
ンスをとろうとしてきた。韓国は米国と二国間協定を締結し、中国を含む RCEP 交渉に参
加してきた。 
2 livemint ウェブサイト。 
3 米国主導で再交渉された新 NAFTA 協定（正式名称は米国・メキシコ・カナダ協定）
は、双方向コンピュータサービスにおける情報に誤り等があり損害が発生した場合、その
責任は情報提供者でなく情報発信者であるとされた（19.17 条）。この条文は TPP には含





に相容れない。詳細については Hamanaka and Jusoh (2019) 参照。 









RCEP 首脳会議に出席した安倍首相とインドのモディ首相（2017 年 11 月） 
 
